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熊本大学で地方創生を担当している金岡と申します。 

本日の講演会には高校生にも参加いただいていますが、

熊本大学の地域連携戦略部門では、今年は約 2,300 人の高

校生に対して、今日これから話すような内容をお伝えして

きました。 

 

講演では、高校生に「将来、地元で活躍したい？」「県庁

所在地で？」「福岡？」「東京？」「海外？」と質問をしてき

ました。例えば、熊本の高校生には「熊本市で活躍したい？」、

天草の高校生には「天草で活躍したい？」といった具合です。 

その結果、地元で活躍したいと答える生徒は、100人中わ

ずか 5人程度、つまり約 5%です。一方、県庁所在地である

熊本市で活躍したいと答える生徒は、天草市などの地域で

は30〜40人ほどいます。福岡で活躍したいという声も多く、

東京・大阪に加えて、意外と海外で活躍したいという生徒も

少なくありません。 

このような、高校生の「どこで活躍したいか」「どこに住

みたいか」という意向は、地域の人口動態に影響してきます。 

 

今ご覧いただいている図は、RESAS（地域経済分析システ

ム）のデータをもとに熊本大学の知人が作成した資料です。

濃い赤色の地域は人口が増加し、青色の地域は人口が減少、

濃い青色の地域は消滅すると推計されています。いわゆる

「消滅可能性都市」と呼ばれる、2050 年には消える可能性

があるとされる地域の存在を見える化しました。 

TSMC の進出は非常に重要な出来事です。しかし、地域に

とって、もう一つの大きな課題は、人口減少、ひいては消滅

の可能性がある地域の課題にどう挑むかという点です。資

料の中でこの挑戦を「クール」と表現していますが、これは

天草高校の英語の先生から教えていただいた言葉です。 

今日の本題は、このような地域課題に対して、どう向き合

い、どう挑戦していくかということです。 
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表題に「地域経営」と少し難しい言葉を使っていますが、

人口減少が進む中で、地域をどう元気にしていくか、どう戦

っていくべきかという話をします。 

今日は、市のまちづくりセンターや銀行の方々も多くご

参加いただいています。企業が新しい形で新しい関係性を

築こうとしている今、皆さんと共に、我々が何をすべきかが

重要なテーマです。 

かつては規模拡大による労働生産性の向上が重視されて

いましたが、中小企業白書にて、現在は地域課題の解決や雇

用の維持に焦点が移っています。いわゆる「産学官金」の支

援機関が連携して、新しい地域活性化モデルを考えていく

必要があります。そのためには、最近よく言われる「パーパ

ス」など、すなわち経営戦略を各自で考えることが求められ

ています。中小企業白書にもそのような内容が書かれてお

り、私たちの取組が記載の方向性と一致していると経営協

会さんが捉え、執筆依頼に繋がったと聞いています。 

また、経済産業省でも同様の動きがあります。農林水産省

では「RMO（リージョナル・マネジメント・オーガニゼーシ

ョン）」という取組が進められており、私たちの活動がその

内容に合致していることから、講演の依頼もいただきまし

た。 

さらに、信用金庫や日本政策金融公庫の業界誌にも関連

テーマで寄稿しています。Webで検索すればご覧いただける

と思いますので、興味のある方はぜひご確認ください。 

重要なのは、どの省庁でもこうした動きがあること、そし

て人口減少が進む中で、地域にどのような変化が起きてい

るかを理解することです。 

 

私は園芸学部でランドスケープを学びました。その後、少

し変わった進路として銀行の研究所に就職しました。最初

は開発業務に携わり、南九州の高規格幹線道路の計画づく

りや、白神山地の環境共生型地域整備など、多くの地域で、

新しい計画論をどう構築すべきかを考える仕事をしました。 

その後、今年亡くなられた森永卓郎さんの部署に異動し

て地域経済に関する仕事を担当し、半導体企業の動向調査

（立地行動や物流）に取り組み、エアラインや国際海上航路

の誘致に繋がる計画づくりも行いました。私の基盤は園芸

学・ランドスケープですが、それだけでなく、社会工学、デ

ザイン、経済・経営など、文理を融合した学びを深めてきま

した。 

高校生の皆さんにも伝えたいのは、まず自分のコアとな

る分野を見つけて学ぶことが大切で、その上で、文理を横断

するような幅広い知識を身につけていくことが、これから

の時代に求められる力だということです。 

その後私は、2006 年頃に縁もゆかりもなかった富山大学

へ I ターンしました。ここでの学びが、今日の話の核とな

っています。先ほどお話しした、文理融合の学びによる理論

の先鋭化は確かに重要です。しかし一方で実際にどう稼働

させるかも重要です。現在では、地域の課題に対する実践的

なアプローチが求められており、特に人口減少が進む中で

どう対応するかが問われています。 
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 その主役となるのが、地域の小規模企業です。Ａ市の信用

金庫の理事長から教えていただいた話では、同市には約

3,000社の企業があるそうですが、そのうち約6割は事業承

継者が未定とのことです。これは、地域の 6 割の企業が将

来的な存続が危ぶまれる可能性があることを意味しており、

非常に深刻な課題です。 

 そのような状況の中で、地域には、大工さん、農家、懐石

料理屋など、小規模な企業が数多く存在します。今、こうし

た人たちが地域課題に立ち向かい、「ローカルイノベーター

の卵」として奮闘しています。こうした姿を高校生たちに見

せることで、社会が少しずつ変わり始めているのです。 

 

ここまで、人口が減ってくる中で地域の企業の人たちが

地域と新しい関係をつくり始めたという話をしてきました

が、では何故そのような動きが生じているのかを解説して

いきます。 

そのためにまずは人口が減るメカニズムや、人口が減っ

ている場所で何が起こっているのか、克服するためにはど

のような考え方が出現しているのかについて少し長めに話

します。それを受けて、来年度に熊本大学では新しく学部を

立ち上げますが、その理由も話していこうと思います。 

さらに、若者の意識が変わり始めている中で地域政策が

どう動いているのかについても話したいと思います。 

 

地方創生は、ちょうど10年前に始まりましたが、そのこ

ろ渋谷の「ヒカリエ」で開催された「まちてん」というイベ

ントに呼ばれ、私たちの活動を紹介するポスターを持参し、

話をする機会を得ました。そのきっかけになったのが、当時、

伊藤園の執行役員の方が著書の中で私たちの取組を紹介し

たことでした。ヒカリエのイベントで「小さな企業が面白い

ことをしている」と紹介してほしいと依頼され、併せて、取

組を先鋭化させるためにも、各種アワードに応募すること

を勧められました。 

 

そこで、経済産業省が実施していた「イノベーションアワ

ード」にエントリーし、優秀賞を受賞しました。イノベーシ

ョンとは「変革」を意味しますが、私たちの取組が地域課題

の解決につながる新しい仕組みとして、産学官金が連携し、

“第二創業”を支援するプロジェクトを展開し、県内外に

人材育成のノウハウを広げている点を、イノベーションと

して評価して頂きました。 

この仕組みは、内閣官房のまち・ひと・しごと創生本部事
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務局からも「面白い取組だ」と言っていただき、文科省の方

からも「エコシステム」として注目いただくなど、私たちの

活動の認知度が少しずつ広がっていきました。 

 

私たちが取り組む、小規模企業の人材育成を目的とした

リカレント教育は、まず大学のキャンパスから小さく始め

ました。その後、富山県魚津市、次に高岡市、その後和歌山

県田辺市、熊本県八代市へと展開し、熊本では面的な広がり

を見せています。さらに、日本商工会議所青年部（日本YEG）

も関心を示し、2週間ほど前に覚書を締結し、活動が始まり

ました。私たちの取組は小さなものですが、富山から始まり、

熊本から全国へと広がろうとしています。 

 

 

次に、人口が増えていた時代の地域づくりについて話し

ていきます。かつて人口が増えていた時代には、港や工業団

地などインフラを整備し、当初は重厚長大型の産業を誘致

することで地域を活性化していました。成長の極と呼ばれ

る中心点となるモデル地域を形成し、その周辺に効果を波

及させるという考え方でインフラを整えて企業を誘致する

外発型の開発が行われてきました。現在、TSMC の進出で注

目されている阿蘇くまもと空港周辺の「テクノポリス」や

「オフィスアルカディア」も、企業を誘致するためのインフ

ラ整備の一例であり、その効果が現在も顕在化しています。 

このように、中心点を作って企業を誘致することによっ

て地域にクラスターを形成したり、六次産業化を進めたり

するという開発モデルは、今も重要な考え方です。 

「所得倍増計画」などの言葉を聞いたことがある方もい

らっしゃると思いますが、かつては「全国総合開発計画」と

して、10 年ごとに地域開発の方針が策定され、地域活性を

考え、展開してきました。 
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私が生まれた1964年頃、東京圏への転入超過数は約40万

人、大阪圏が約20万人、名古屋圏を加えると合計で約70万

人が都市部へ流入していました。その一方で、地方からは人

口が流出し、減少が進んでいました。これに対して当時、新

産業都市などの政策を打ち出し、地方の転出超過を解消し

てきました。第 2 の波でも同様に地方の人口減少が進みま

したが、政策によって一定の効果が見られました。 

そして現在、私たちは第 4 の波である本格的な人口減少

の時代に直面しています。私はシンクタンクにいた頃から

この流れを学んでいましたが、人口減少に対して政策的な

対応が繰り返されてきたのだということが分かります。 

ただし、従来の政策は人口が増加する前提で考えられて

いましたが、その前提が崩れ、現在は人口減少フェーズに入

ったことで、政策の考え方も大きく変わる必要があります。 

 

その変化が、「国土形成計画」への移行です。この計画で

は、人口が減少する時代において、地域の将来像を地域自ら

構造的に考えることを求めています。また、地域にイノベー

ションを起こすことや人づくりと共に、「起業増加町（業を

起こす町）」の醸成を、産学官金連携にて進めることを求め

ています。 

 

そのような中で地方創生という言葉が出てきました。か

つて人口が増えていた時代には、企業誘致は有効な手段で

した。しかし、今はフェーズが大きく変わってきています。 

大学生に地方創生という言葉を聞いたことがあるか尋ね

ると、熊本大学の学生では 240 人中 210 人ぐらいの学生が

知っていると答えました。ただし、言葉の意味を説明できる

かを伺うと怪しくなります。 

自治体の人たちに伺うと、ふるさと納税や観光振興の取

組、あるいは地域が生まれ変わることが地方創生だと回答

されますが、満点ではありません。 

日本創生会議・人口減少問題検討分科会提言「ストップ少

子化・地方元気戦略」にて、「消滅可能性都市」という言葉

が使われ、2040年までに全国 1,800の市町村の約半数の市

町村が消滅する可能性があるという衝撃的な予測を示し、

大きな反響を呼びました。「消滅」とは、人口減少により、

地域社会の維持が困難になることを意味しています。 

この問題提起を受けて、石破茂氏が初代担当大臣として

旗振り役を務めて「地方創生」を掲げました。すなわち、地

方の人口減少に歯止めをかけ消滅する可能性をストップす

る政策が地方創生です。 
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住民基本台帳の転入超過数のデータをみると、11～12 万

人ぐらい地方から転出して東京圏に転入しており、東京圏

に一極集中していることが分かると思います。 

仕事も大学も東京に集中しているため、地方から東京へ

人が流出し、若者が進学後に地元へ戻らず、結果として出生

率が低下しています。特に東京圏では出生率が低いことが

問題となっています。最近では、東京都の合計特殊出生率が

1.20を下回り、0.99という衝撃的な数字も報告されていま

す。 

このため、地方創生政策の目的は地方から東京圏への人

口流出を防ぐとともに、出生率の低下に歯止めをかけるこ

とだと、日本創生会議が提言しました。 

では、東京と比べて熊本市は魅力的でしょうか？天草は

どうでしょうか？ある熊本市の高校では、熊本市の人口は

「減る」と答えた人が多くいました。八代や天草の高校では

熊本市は「増える」との声がありました。また、菊陽町はTSMC

の進出の影響もあり、人口が増えるのではないかと考える

高校生が多いようです。では、実際にはどうでしょうか。こ

のような地域ごとの人口動態について、RESASを使って、少

し詳しく紐解いていきたいと思います。 

 

熊本県の人口推移を見ると、2000 年あたりまで増加して

いましたが、その後は減少に転じています。出生率も長期的

に見ると低下傾向にあり、子どもの数が減っていることが

分かります。従って、県全体として人口は減少していきます。 

 

将来人口予測（メッシュ図）で確認すると、TSMC が進出

するエリアでは人口が増加していますが、それ以外の地域

ではほぼすべてが減少傾向にあり、場所によっては将来的
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に100%減少という推計が出ているところもあります。 

熊本市でさえ、人口減少が予測されています。では、人口

減少はなぜ起こるのでしょうか？高校生や大学生に聞くと、

「高齢者が増えているから」、「子どもが生まれないから」

といった答えが返ってきます。これらは正しい認識です。少

子高齢化が進み、人口構造が変化しているのです。 

 

  

ここで菊池市のデータを見てみましょう。菊池市の人口

は右肩下がりで減少していますが、出生率は全国平均より

も高く、最近はやや減少傾向ですが子どもは生まれていま

す。問題は社会移動です。国勢調査を基にした 5 年間での

年齢階級別の移動を見ると、15歳〜19歳、つまり中学卒業

から高校卒業・就職の時期に減少しています。さらに、20歳

〜24歳（専門学校・大学・就職の時期）、25歳〜29歳（結

婚・子育ての時期）でも人口は減少しています。 

これでは人口が増えるはずもありません。かつては菊池

市に人が戻ってきていましたが、今は戻ってこない。このよ

うに、進学・就職・結婚といった人生の節目で、若者が地域

に魅力がないからと菊池から離れ、戻ってこないのです。 

 

 

天草も同様に人口が減少しています。特に特徴的なのは、

中学校卒業後に熊本市内の高校へ進学するため、早い段階

で地域を離れるケースがあることです。つまり、15 歳前後

から流出が始まっているのです。 
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面白い例として、八代市を見てみましょう。八代も基本的

には人口減少傾向にありますが、2010～2015 年の変化を見

たとき 15〜19 歳の年齢層では±ゼロで減少していません。

これは天草とは異なる傾向です。ではなぜ八代ではこの年

代の人口が減っていないのでしょうか？これは地方創生を

考える上で興味深い現象です。おそらく、八代には魅力的な

高校が複数あり、地域内外から生徒が集まってきているた

めだと考えられます。魅力的な高校の存在が、若者が地域に

留め、集めるのです。つまり、在校生や教員の皆さんの頑張

りによって地域の魅力が高まる可能性があり、これも地方

創生の一つの形だということです。 

 

 

一方、熊本市の場合は少し違います。15〜19歳の層では、

魅力的な高校や大学が多く存在するため流入があり、人口

はあまり減りません。しかし、20〜24 歳の層になると、就

職や結婚を機に周辺地域へ流出していることが推測できま

す。その結果、熊本市も長期的には人口減少が予測されてい

ます。 

 

 

次にTSMCが進出している菊陽町を見てみましょう。右肩

上がりの人口増加が見られます。このグラフでは一見増加
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が止まっているように見えますが、これはTSMC進出前のデ

ータであり、今後さらに増加する可能性が高いと考えられ

ます。 

注目すべきは、15〜19 歳の年代では人口が減っている一

方で、それ以降の年代では増加している点です。これは、企

業誘致によって働く世代が地域に定着する、あるいはベッ

トタウン化により都市部から流入し、人口が増える典型的

なパターンです。かつて人口が増えていた時代には、このよ

うな企業城下町の開発やベットタウン型の開発が、全国各

地で目指されていました。 

 

 

西原村のデータを見ると、以前は増加すると予測されて

いましたが、最新のデータを見ると、減少に転じる可能性が

あるようです。 

時系列で見ると、2010年から2015年までは順調に人口が

増えていました。しかし、2015年から 2020年にかけては、

30代の人口が減少しています。 

 

お話ししてきたように、地方では中学校、高校段階から地

域を出てしまうケースがあるのですが、次は大学進学時の

人口流出についてもう少し詳しく説明しようと思います。 

大学進学に関するデータとして「学校基本調査」がありま

す。これを用いて、熊本大学の知人が1970年代以降の大学

進学者の流出割合を全都道府県で時系列に可視化しました。 

まず、大分県のデータを見てください。かつて1970年代

は東京への進学率が高かったのですが、全国総合開発計画

の展開とともに大学の立地が進み、県内進学率が上昇し、東

京への流出は減少しました。一方で、福岡県への進学率が高

まり、福岡への流出が際立っています。 
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次に熊本県です。熊本県内には複数の大学があり、県内進

学率は高い水準にあります。先ほど説明した、日本創生会議

が示す人口流出のメカニズムの図では、東京への進学が高

いと予想できそうですが、実際には東京への進学率は下が

っています。 

 

 

このデータは、都道府県別に「どこからどこへ進学してい

るか」を示すOD表（Origin-Destination表）です。例えば、

昭和46年のデータを見ると、進学先は東京を中心とした三

大都市圏が多く、まさに「東京一極集中」の傾向が見られま

す。 

しかし、現在では「札仙広福」と呼ばれる札幌・仙台・広

島・福岡といった地方中枢都市への進学が増えており、東京

一極集中とは少し異なる構造になっています。 

熊本から東京への進学率は 7%程度ですが、福岡への進学率

は14%程度と、東京の倍です。つまり、熊本の若者にとって

のライバル都市は東京と共に福岡がより重要なのです。 

 

 ここで考えるべきは、天草など熊本市以外の地域では、福

岡や熊本市と比べてどれだけ魅力的かということです。こ

の傾向が、講演冒頭にお話しした高校生がどこで活躍した

いかの数値と合致していると思います。中学生や高校生が

進学した後、どうすれば地元に戻ってきたくなるのか。それ

を考えることが地方創生の本質です。 

まとめると、地方創生とは何か？それは「消滅を回避する

こと」です。人口減少や流出を防ぐためには、地域の魅力を

高めて、東京への流出だけでなく、福岡や熊本市への流出に

どのように対処していくかを考えることが重要です。 

なお、九州はこれまで出生率が高い地域でした。しかし最

近では、熊本県の出生率も下がってきており、出生率の向上

も重要な課題となっています。 

 

私は、若者が生まれ育った地域から出て行くこと自体は、

悪いことではないと思います。外に出て経験を積んでほし

いと思います。問題は、出て行った後に「戻りたくない」、

「住みたくない」「かっこ悪い」、「子育てしたくない」と思
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われてしまうことです。このイメージをどう変えていくか

が、地方創生の大きなテーマなのです。 

 

では、もう少し地域の変化について考えてみましょう。昨

年まで RESAS でも広域的なデータが閲覧できましたが、現

在は市町村単位での公開に限定されているため、熊本大学

の知人が広域的な図を独自に作成しました。 

TSMC の進出で注目されている熊本市郊外部で人口増加が

見られる一方で、他地域では減少傾向にあります。こうした

状況に対し、地方活性化策には2つの方向性があります。 

1つ目は、国を牽引する産業をどう活性化するかという視

点です。熊本大学では75年ぶりに「情報融合学環」という

新たな学部相当組織を設立し、半導体産業の振興に貢献し

ようとしています。 

2つ目は、人口減少が進む地域に対して、どう地域経営を

行うかという視点です。とある市長に聞くと大人たちは子

どもたちに「地元はダメだ。神戸や京都に出ていけ。」と言

うそうですが、そうした言葉を聞いた若者は戻ってきたく

なるでしょうか。熊本でも同様の声が聞かれます。自信を持

てる地方創生が必要で、自信を持たなくてはいけません。 

 先の言葉の結果、ご覧のように、山間部では 50〜100%の

人口減少、平地部でも場所によっては50〜75%の減少が見込

まれています。このような人口減少が引き起こすのが「生活

サービスの崩壊」です。これが、いわゆる地域課題です。 

 

 

人口が減ると、学校がなくなる、日用品を買える店がなく

なる、ガソリンスタンドが閉鎖される、バスなどの公共交通

が維持できなくなる、高齢者が運転できなくなったときに

買い物が困難になる、鳥獣害が増えるなど、様々な問題が発

生します。 

駅前の商店街がガラガラになるなど、駅前であっても限

界集落は存在すると、私が富山に住んでいた時に教えても

らいました。八代の商店街も同様ではないでしょうか。熊本

市の中心部はまだ活気がありますが、こうした課題は田舎

だけでなく都市部でも起こり得ます。東京でも多摩地域を

はじめ各地の集合住宅の空室が増えています。 

 

人がいなくなることで、店がなくなり、病院や薬局が閉鎖

され、学校が閉鎖される。これは市場原理の結果とも言えま

すが、人口減少時代において、どう地域を経営していくかが

問われています。人口減少をどう捉え、どう対応していくか

が、今後の大きな課題です。 
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新しい地域経営においては、地域の人たち自身が立ち上

がることが重要です。住民が自ら出資してお店を買い取る、

郵便局や診療所、直売所、道の駅などを活用してバスを運営

する、あるいは廃校となった学校の調理室をレストランに

するなど、地域経営の新しい形が模索されてきました。 

こうした動きは、ちょうど20年前、私がシンクタンクを

辞めた頃に登場した「新たな公」という考え方に通じていま

す。そして今、少しずつその成果が見え始めています。 

 

例えば、都市部の大手企業が経営している、移動販売車

「とくし丸」をご存じの方がいらっしゃると思います。意外

にも、こうした取組は地方より都市部が面白がっています。 

 

さらに、吉本興業さんも地域課題の解決に取り組んでい

ます。私が熊本大学に赴任した際、最初に訪ねてきた大企業

が吉本興業さんで、副社長の方が来られ、意見交換しました。

同社では「47 都道府県住みます芸人」というプロジェクト

を展開しており、地域に住みながら課題解決に取り組む芸

人を育てているとのことで、住みます芸人の中で子育て支

援を行う芸人が注目されているということを、訪問時に伺

いました。 

このように、大手企業が地域課題に関心を持ち始め、ビジ

ネスチャンスとして捉えるようになったのが、地方創生が

始まった10年前のことでした。 
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平成27年には、将来人口の減少を見据えて地域の将来像

を構造的に考えること求められました。これまでの話で、な

ぜ人口が減るのか、なぜ若者が出て行くのか、皆さんも将来

の人口減少を見据えた構造的な将来像の捉え方への理解が

深まったと思います。中学生や高校生の段階から都市部へ

流出する現状に対して、何をすべきかが問われています。 

企業誘致が可能な地域はそれを進めればよいと思います。

それが適わない地域では起業増加町の醸成が求められます。

これが、いわゆる「小さな拠点」づくりで、企業が地域に関

わり始めているのも、この流れの一環です。 

こうした取組は簡単ではありませんが、20 年かけてどう

なってきたかをこの後話そうと思います。 

このような取組を進めるためには、大学、まちづくりセン

ターなどが連携し、地域を支える人材を育てることが重要

です。活動の継続性を担保するには、ソーシャルビジネスや

クラウドファンディングの果たす役割も重要です。銀行の

考え方も変わりつつあります。 

実は、こうした方向性は国土形成計画（平成20年・27年）

に記されています。道の駅や廃校、撤退したスーパーなどの

施設を活用し、地域に新たな価値を生み出すということで

す。吉本興業さんは新宿区で廃校を活用しています。千葉で

は廃校を使って道の駅と連携したホテルをつくった事例も

あります。阿蘇の道の駅に外資系ホテルが進出し、連携して

地域を活性化するような動きも見られます。 

こうした事例を参考に、私たち皆で今後、地域をどう経営

していくかを真剣に考えていかなければなりません。 

 

 

地域の課題に向き合うためには、地域の人たち自身が立

ち上がることが重要です。私たちは、市役所がその中心とな

り、若者を集めて、金融機関と連携しながら地域の未来を考

え、起業増加町の醸成、小さな拠点づくりを進めてきました。 

熊本大学では、県内の複数箇所で「未来創造塾」を開催し

ており、全国展開も視野に入れています。塾では民間企業の

方々に対し、小さなことでも地域課題に取り組んでほしい

と呼びかけています。みかん農家、フレンチシェフ、大工、

競り人など、様々な職業の方々が地域課題に向き合ってい

ます。 

第２期国土形成計画策定の際には、国土交通省が、私たち

のこのような取組を何度もヒアリングに来ました。 
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各地域で活動しているのは30代ぐらいで事業承継をしよ

うとしている若い経営者たちです。いろんな業種がいて、フ

レンチシェフ、行政書士、スポーツ店経営者、トレーナー、

ゲストハウス運営者など、従業員10人未満の小規模事業者

が中心です。 

各地域で、このような人たちを、1年間に10数名集めて、

人口減少や地域課題について講義を行い、その後ディスカ

ッションを行うPBL（課題解決型学習）形式を採用していま

す。高校生の総合的な探究学習と同様の、アクティブラーニ

ングという形態です。 

地域課題と企業課題を統合し、「自分たちに何ができるか」

を考えてもらうのがこのプログラムの目的です。 

 

そのような形でビジネスプランをつくってもらって話し

合い、修了式では、参加者がポスター1枚で発表を行います。 

類似プログラムでは、発表までで終わることが多いので

すが、私たちの KPI は「動くこと」です。座学で終わらせ

ず、実際に行動することを重視しています。結果として、50%

以上の参加者が何らかの行動を起こしています。 

 

 このような地域課題と企業課題をビジネスで解決するこ

とを、難しい経営学用語で言うと「CSV（Creating Shared 

Value）」「パーパス」という言葉で表せます。 

例えば、とある地域のみかん農家では、イノシシによる被

害が深刻です。みかんの木は育つまでに20年かかるとのこ

とですが、イノシシが木を折ってしまうことで、その努力が

無駄になります。地域から人がいなくなり耕作放棄地が増

えると、実がなり続けるみかんの木にイノシシが集まり、み

かん農家の木を折って鳥獣被害が拡大し、農産物の収入が

不安定になる。このような状況では子どもにみかん農家を

譲ることもままならない。この負のスパイラルをどう止め

るかが課題なのです。 
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このような地域の課題は企業の課題と重なることが多い

です。地域から人がいなくなる中でイノシシの害でみんな

困っている、その解決策を高校生や大学生に聞くと、体験観

光や耕作放棄されたみかんからジュースを作る、あるいは

直接イノシシを退治するというアイディアが出ます。イノ

シシ退治では、ある大学生は「警備会社に頼もう」と提案し

ました。実際、イノシシ退治を地域課題として民間企業が取

り組む事例があります。しかし、田辺や天草では民間企業に

頼るのは難しいので、自分たちでイノシシを捕獲するしか

ないという結論に至りました。この若者たちは捕獲が上手

く、年間90頭ほどを捕ってこの地域からイノシシ被害を減

少させたそうです。 

ただ、原始的な方法で捕獲するのですが、それを処分しな

くてはならず、そのうちに嫌になってしまったようです。そ

こで、捕獲したイノシシを食べるというアイディアが出て

きますが、その場合も捕獲後の解体処理が課題となります。

解体処理場を作るには場所が必要となりますが、イノシシ

退治の貢献が評価され、おばあちゃんたちが「一等地に処理

場をつくってもいい」と言ってくれるほど、地域では愛され

る若者たちになっていったそうです。 

 

 

 

そこに、地元出身でフレンチの料理人として成功した若

者が手伝ってイノシシを食材として活用するなどの活動も

合わさり、若者が地域で憧れられる存在になったそうです。

さらに、このような活動は、大手銀行のプロボノ活動や、海

外からの地域に入り込んだ方々との連携も増やし、地域外

の方々が「この地域は面白い」と感じるようになりました。 

このように地域で行動する人たちに地域外から知恵を出

せる人が化学反応を起こすと、体験観光を行う際のアイデ
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ィアをもらえるなどの共創の場が形成され始めます。 

本日はこれ以上紹介できないのですが、こういう事例は

沢山あり、保育園の子どもたちがトウモロコシを育てる活

動に参加して「お兄ちゃんかっこいい！」と言われるような

関係性が生まれた例もあります。 

 

 

このような活動にクラウドファンディングを活用して、

「地域にイノベーションを起こす拠点を作る」というよう

なメッセージを発信すると、都会の人々が「住みたい」「ワ

クワクする」と感じるようになります。彼らは、新しい仕事

をつくり、子どもたちにとって魅力的な場所をつくってい

ます。こんな地域をつくりたいという思いを銀行も応援し

てくれており、地域ビジネスと呼べる動きが広がってきて

います。 

 

私は先ほど「地域から出て行ってもいい」と言いました。

問題は「帰ってこない理由が、地域がつまらないから」でし

たが、先ほどの若者は、人口減少のメカニズムの話を聞いて、

若い世代の意識を変容させるべくこれまで話してきたよう

な自分の想いをペーパーにまとめ、自らの言葉で語り始め

ています。若い世代は少しずつ地域の価値に気づき始めて

います。 

彼は自分の子どもに継承できる「みかん栽培」と共に、子

どもが地域に戻る理由が生まれるよう、地域のデザイナー

を巻き込んだみかんジュースやスイーツづくりなど、新し

い仕事の種を育み始め、地域の魅力を形にする取組を進め

ています。 

 

こうした動きは、農水省のRMO（リージョナル・マネジメ

ント・オーガニゼーション）の考え方にも通じます。農水省

は「農村を支える人材を育て、地域にイノベーションを起こ

すことで人口減少を食い止める」ことを求めています。 
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そのほかにも、その地域の街中には空き家が多くありま

す。通常、空き家対策といえばリノベーションが中心ですが、

彼らはそれだけではなく、「エンゲージメント」という考え

方を取り入れています。つまり、地域課題を解決することを

目的に、人が集まる場をつくるという視点です。 

先ほど紹介した地元出身の若きフレンチシェフも「手伝

いたい、帰ってきたい」と言って、夜な夜な人が集まること

のできるカフェバーの立ち上げに関わりました。 

 

 

彼は山の中にある祖父の倉庫を活用して、フレンチレス

トランを開くという夢を持っていました。梅農家の子育て

ママを助けるため、収穫で忙しい 6 月には 300 円のフレン

チ弁当をつくって売ったり、都会で流行しているコインラ

ンドリーを地域に導入しようとしたり、廃棄食材を活用し

たフレンチを提供するなど、地域課題をビジネスに変える

工夫をしています。彼のフレンチは高価格ですが、山の中で

も売れており、ミシュランのグリーンスターを獲得し、テレ

ビ番組でも取り上げられるなど、注目を集めています。 

 

この地域ではこのような若者の育成を10期にわたって行

い、100人以上が地域で活動しています。彼らが活動するこ

とで、シャッター商店街が活気を取り戻し、空き家も減少し

たと言われています。 
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彼らは「地域課題はピンチではなくチャンスだ」と語りま

す。地域課題に対して複数の人が連携して様々な活動がつ

ながり始めています。こうしたつながりを「クラスター」と

呼びますが、そこに企業の課題と地域の課題を重ね合わせ、

共に解決していく「共創」の考え方も重要です。地域の課題

を共有し、知恵や技術を持ち寄ってクラスターを作ってい

くことが重要です。 

 

こうした取組は、阿蘇でも広がっています。例えば、農業

をやめたいと考えていた若者が、六次産業化に挑戦するこ

とで新たな道を見出しました。地熱資源を活用し、移住者と

して地域にカフェを開設した若者は、コミュニティベース

の場づくりを進めています。地域の将来像をみんなで考え、

地域課題解決について勉強する取組が SDGsの目標 4「質の

高い教育」に関連する ESD（持続可能な開発のための教育）

として評価され、ユネスコからも面白い地域として注目さ

れるようになりました。 

 

他にも、1〜2 年生との接点づくりを求めていたサッカー

スクールの運営者は、商店街の空き店舗を使って学童保育

を始めた事例もあります。学童開設をきっかけに、農家の若

者が学童施設の空きスペースを活用した新たな取り組みを

スタートしています。 

今「ウォーカブルな空間づくり」や「稼ぐ公園づくり」と

いう考え方が広がり、各地でマルシェが流行していますが、

民間企業、スポーツスクール、農家など多様な企業がそのよ

うな地域活動に参入してくるようになっています。 

 

最近では、都市計画学会でも「地域に根ざしたビジネスの

可能性」に注目した特集雑誌を発行し、建築や都市計画の分
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野でも、地域課題の解決が学問的テーマになっています。 

 

 

 

こうした動きに、都会の大手企業も関心を示しています。

大手商社が、私たちの小さな取組に「話を聞きたい」と訪れ

るようになりました。私たちはリカレント教育の一環とし

て、未来創造塾の塾生と大手企業をつなぐプログラムを実

施しています。4ヶ月間の研修を行い、ガソリンスタンド経

営者や海鮮丼屋の若者たちと企業人が対話を重ねています。 

対話により地域事情を理解した企業人が、どうやったら

地域と融合できるかを考え、共創の姿勢で地域に合った解

決策を模索しています。 

 

国は小さな拠点を形成し、さらに雇用を生み出す砦とし

て、IT 活用など技術革新を取り入れた新たな価値創出する

拠点（未来型小さな拠点）形成の構想を描いていますが、技

術を有する企業が、現場を知らなければ実現は困難です。換

言すれば、これまで紹介してきた若者と都会の企業が現場

で実践（共創）できれば、実現することができるのです。 

大手企業はすぐにマネタイズと言いますが、マネタイズ

以前に、地域の実情（身の丈）を理解せずに、地域と企業の

関係づくりを行わずに、補助金だよりで大きく広げすぎた

ために、補助金が切れれば取り組みが終わってしまう事例

が散見されます。小さな取組を地道に続け、理論と実践をす

り合わせることが重要なのです。 

この点を克服しつつある現在、大手企業の中でも地域課

題がビジネスになるという実感が広がり、この流れが加わ

り始めています。これが、今の地方創生の姿です。 
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ではこれを聞いた大学生、高校生はどのように感じるで

しょうか。採用活動においても地方創生を打ち出す企業が

増えてきています。大阪の環状線、富山の路面電車には、「地

元が大好きなあなた。ふるさとにイノベーションを起こし

ませんか？」という広告がありました。このように、「社会

課題を解決したくないですか？だったら、うちで働きませ

んか？」というメッセージを出すなど、今、企業の採用姿勢

も変わり始めています。地域が「面白い」と感じる学生たち

は、こうしたメッセージに触発されるようになってきてい

ます。 

 

 

熊本大学では、これまで話してきた地方創生に資する内

容を講義する授業に 240 人が参加していますが、応募者は

400人を超えていました。3クラス体制で運営しており、今

後は 1,000 人規模に拡大したいと思っています。学生たち

の関心はとても高く、PBL（課題解決型学習）形式で、4 人

1チームによる実践的な学びを進めています。 

 

授業では、地域課題に取り組む若者の事例を紹介してお

り、講義後の学生たちのレポートには、最初は「地方で働く

のはダサい」と思っていたものの、「意外と面白い」「こん

なビジネスならやってみたい」との反応が見られます。 

 

こうした取組は高校生にも広がっており、今年は13校・

約 2,300 人に同様の話を届けました。未来創造塾の塾生も

直接高校に出向き、地域で活躍する若者の姿を伝えます。 

例えば、熊本から東京に進学し、地元に戻って銀行員を経

て、農業を事業承継した若者の話や、八代出身で気象予報士

として活躍する塾生の話は、高校生から大きな反響があり

ました。このような話を通じて学生たちは「地域と触れると

面白い」「クールだ」と感じ始めています。 
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 富山県のある私立高校では、専願者が年々減少していま

したが、地域課題解決に取り組む地域企業の若者が参加す

る地域連携型講義を取り入れたことを契機に、専願者がV字

回復しました。どうも保護者から「この学校、面白い」との

声が上がったようです。 

 

田辺市の高校生も「友人の多くは都会にでていく」「魅力

的な場が和歌山にはない」と言っていましたが、地域で活躍

する人たちと出会うことで「地域も面白いかもしれない」と

意識が変わり始めています。ある生徒は「中学校の先生にな

って、こうした取組を中学生にも伝えたい」と語り、AO 入

試で教育学部に合格しました。 

 

大学のあり方も変わってきています。私たちは、学生の意

識変化をデータ分析により見える化していますが、将来、地

方に戻ってきたい、あるいは外に出て地域と関わりたいと

考える学生は、着実に増えています。どの塾生を派遣すると

最も効果的か、どの高校で変化が起きているかを見える化

（データドリブン）しながら、私たちは活動を広げています。 

 

 

熊本大学でも来年4月に「共創学環」を新設します。地域

イノベーションコースとグローバルイノベーションコース

の 2 つを設け、地域課題と世界の課題に向き合う人材を育

てていきます。 
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熊本大学では、入試制度も変わります。共通テスト中心だ

った従来の方式から、探究型の学びも重視した選抜へと移

行します。詳細は大学のホームページをご覧ください。 

もちろん、地域の若者にとって熊本大学だけが選択肢で

はありません。東海大学、熊本県立大学をはじめ、県内の大

学がそれぞれの特色を活かし、変化する若者意識に適応す

る教育活動を展開しています。 

 

 

 

私が高校生に伝えたいのは、「地方創生は面白い」という

ことです。その面白さを深耕すべく、信州大学ではローカル

イノベーター養成コースを設置し、東京大学も新たな取り

組みを計画し、私の大好きな東京農業大学でも首都圏・地方

圏の多くの大学で地域に根ざす教育が始まっています。 

経営学の世界では、ハーバード大学のマイケル・ポーター

教授が2006年に「企業は旧来型のCSRから脱却し、社会課

題・地域課題を解決することで競争優位を築くべきだ」と論

述し、MBAカリキュラムを変えねばならないとも提唱しまし

た。さらに、企業は「社会の中でどんな役割を果たすか」と

パーパスが問われる時代になったのです。 

 

デンマークでも同様の動きがあります。そこでは、大手企

業が地域に来るだけでは意味がなく、共通のゴールを持つ

ためにどんな関係を築き、どんな地域をつくるかを考えな

ければいけないと言われています。 

地元でも、東京でも、博多でも、世界でも、どこで鍛錬を

積んでも構いません。みかん農家の若者のように、地域を面

白くする人がいる場所は、地域内外が共創できる素敵な場

所です。 
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これを機に、地方創生について「聞いたことあります」と

言えるようになってください。そして、「説明できますか」

と問われたら、自信を持って語れるようになってください。 

最新の国土形成計画では、新しい地域活性の考え方とし

て、２つの地域力として、「地域の課題を解決する力」「愛

着により人々を惹きつける力」を育み、地方への新たな人の

流れの創出を求めています。 

 

 

地域課題の解決は、ダサくない。むしろ、かっこいい。高

校生も「クールだ」と言ってくれています。 

中小企業政策でも、「ローカルゼブラ」という考え方が出

てきています。ゼブラはシマウマのことで、白は稼ぐ、黒は

社会課題解決するということで、その両方を兼ね備えた企

業を育てようという動きがあります。大学も地域も、共にこ

の流れをつくっています。 

 

理工系でも、医薬系でも、人文社会系でも、大工さんでも、

どんな職業でも、農業、工業、商業、どの分野でも、人口減

少の中で地域課題の解決に貢献できます。将来、どこで、誰

と共創するか、皆さん次第ですので是非考えてもらえれば

と思います。 

東京大学でも「カレッジ・オブ・デザイン」を設立するな

ど、全国の大学が変わり始めています。 

ぜひ、いろんな大学を見て、興味があれば熊本大学のオー

プンキャンパスにも来てください。 

本日は、ご清聴ありがとうございました。 

 


